報告 電動化の加速とその中国地方に与える影響（東北学院大学経営研究所研究フォーラム「次世代の自動車産業と地域経済」) by 岩城 富士大
報告 電動化の加速とその中国地方に与える影響（
東北学院大学経営研究所研究フォーラム「次世代の
自動車産業と地域経済」)
著者 岩城 富士大
雑誌名 東北学院大学経営・会計研究
号 25
ページ 15-46
発行年 2020-07-31
URL http://id.nii.ac.jp/1204/00024158/
15
報告
電動化の加速とその中国地方に与える影響
岩　城　富士大
広島大学大学院工学研究科　客員准教授
　私は現在広島大学で客員准教授を拝命しています岩城と申します。
　なぜ私が、東北地域のフォーラムにお招きいただいて、中国地方のお話をさせていただくのか
といいますと、東北学院大学にいらっしゃいます折橋教授と村山教授が、東北地域の自動車部品
産業が伸びていくために、参考になる地域を探しておられまして、東北地域の現在の実力から見
たら、それは名古屋地区でもないし、東京地区でもないだろう。中小企業が集まって、苦労して
車を造っている地域の中で、広島地域が一番参考になるのではないかとして 10 年ほど前からお
招きいただいて論議しているものです。中国地域の部品産業は中小企業が主体となって活動して
おり、車造りも東北地域よりも少し先を走っております関係で参考になろうかとしてお話に参っ
ています。中国地域は東北地域と同じように、トヨタさんの地元の名古屋、あるいは日産さん、
ホンダさんの地元の関東とは、かなり差があるなかの活動ですから、良いベンチマークになるの
ではないかということで、中国地域の今までの取り組みについてお話をしたいと思って今年も仙
台にやってまいりました。
　細かくはお手元の資料に自己紹介を入れておりますので、それを読んでいただければいいので
すが、一言でいうと大学を卒業して 1968 年に当時の東洋工業、今のマツダに入りまして、車両
電装品の開発を中心にモジュール化や共通化などを担当しておりました。特に、マツダは地方都
市の広島地域にあるせいもあって部品産業がかなり脆弱でございまして、付加価値が高い、ある
いは技術的に価値のある部品が、なかなか地場では担当できない、あるいはマツダの系列内では
できないということで、それを何とか改善するため、ジョイントベンチャーのプロジェクトの立
ち上げを幾つか担当しました。その後、マツダを退職してからは、広島県の財団のほうに移りま
して、地域の自動車部品産業の支援、特にカー・エレクトロニクスへの対応支援を長くやってお
りました。その辺りの経験で、少しは東北地域の皆さんのお役に立てるお話も出来るのではない
かなと思っています。
　現在これからはEV／電動化だと世の中で言われておりますが、中国地域が悪戦苦闘しながら
やってきたことを含め自動車の電動化がどう進んでいるかについて、お話をしたいと思います。
お話する母体になるものとして、参考となる書籍を 2冊挙げています。
　それは、①科研費 26245047 成果報告「自動車メガ・プラットフォーム戦略の進化」及び②「欧州、
中国の 48V 化（マイルドハイブリッド）と欧州企業動向」です。①の調査には西日本在住の自
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動車研究の大学の先生十人ほど、またメンバーの中には東北学院大の折橋教授も入っておられま
す。2014 年度文科省の科研費基盤研究（A）で「日欧自動車メーカーの「メガ ･プラットフォー
ム戦略」とサプライチェーンの変容」というテーマで 4年間研究を行った結果の報告で、私はそ
の中のテーマ 6つの一つ、次世代自動車で「電動化」のリーダーを担当しました。もうひとつ
の②は、自動車内装材料の企業で発行されている、色材協会誌に寄稿した解説［欧州、中国の
48V化（マイルドハイブリッド）と欧州企業動向］（2018 年 11 月 20 日発刊）です。
　これら二つの論稿をベースにしてお話をします。もし詳しくお読みになりたい場合、これらの
論稿を読んでみていただけたらと思います。
　最初の 4年間の文科省科研のプロジェクトですが、これはドイツと日本の自動車産業の進化に
ついて比較分析をおこないました。もちろん東南アジアやアメリカにも調査で訪問しましたが、
メインは日独自動車産業の比較調査で、私はその中で環境対応、電動化についての調査のリーダー
をしておりました。その日独研究のシーズとなったのは、私が広島県の㈶ひろしま産業振興機構
に移った当時、兼務で東大のものづくり経営研究センターで特任研究員として研究しておりまし
た自動車のモジュール化についての研究です。今回の科研費研究はこれをシーズとして日独産
業の比較を行いました。研究テーマは 6分野ありまして、その中で私が担当したのは次世代自
動車で、特に電動化、CO₂ 対策、自動運転について考察しました。まさに今話題のCASE＊のベー
スになる技術です。次世代自動車の他に、途上国に向けたローコストの自動車の開発や生産拠点
のシフト、グローバル部品調達といった幅広いテーマを、分担して研究致しました。
図１
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＊CASE:Connected（コネクティッド）、Autonomous/Automated（自動化）、Shared（シェアリング）、
Electric（電動化）
　詳細は、巻頭の折橋先生の報告『次世代自動車産業に向けた変化と東北地方』参照
　まず電動化です。今、環境規制は特にCO₂対策から、まさにEVだ、EVだといわれて開発競争
が加速しております。グローバルな環境規制は、大きく分けると二つの方向があります。一つは
構造要件です。性能がどうであれ、EVであれば、すなわち排気管がなかったらいいと。とすれば、
プラグインハイブリッドはどこに属するか、この定義では困るなと思うのですが、これも何とか
ZEVのカテゴリーに入っています。
　構造要件の規制の代表事例は、アメリカでスタートした ZEV規制（ゼロエミッション規制）
です。追い掛けて中国もほぼ同じ規制を実施しています。ゼロエミッション・ビークルであれば
優遇を与えるが、そうでないとかなり高額の罰金を払わされます。
　もう一つの規制は CAFE的性能要件の規制です。これが最もグローバルレベルの動きで、燃
費（CO₂）規制です。これは手段（構造）は何でもいいから、性能＝ CO₂ の量があるレベル以
下になることを要求するものです。このように環境規制には構造要件か性能要件という二つの要
件の規制があります。
出典：「次世代自動車の電動化技術と地域ビジネス創出への取り組み」講演会資料　2012/3/23 広島大学　勝代健
二 / カーエレクトロニクス推進センター　岩城富士大
図２　グローバル環境規制
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　まずは CO₂ の規制ですが、図 3を見ていただいたらお分かりのように、これは世界中の国が
似たような方向で規制を強化しており、2025 年に向けて CO₂ の規制値をどんどん下げていって
います。特にその中ではEU（ヨーロッパ）が非常に厳しく、2021 年に 1キロ走ったときに排出
されるCO₂ を 95 グラムまでという規制が実施されます。
　参考までに図 4は 2008 年に経産省が公表したもので、横軸に追加のコストを、縦軸に燃費の
向上率、言い換えるとCO₂ の改善率をとったものです。（当時はCO₂95g/㎞が 2020 年実施予定
だった故、表題が 2020 年に向けたとなっていますが、実際には 1年延びて 2021 年実施です）
　図中に点線の青い丸印でエンジンのダウンサイジングの効果が提示されています。当時、欧州
ではエンジンのダウンサイジングにより、コストと性能のバランスを取ってきたのですが、2021
年規制に対しては低減効果が十分でなく電動化が必須となり、赤の一点鎖線に示すマイクロハイ
ブリッド（アイドルストップ）、マイルドハイブリッド、フルハイブリッド、あるいは EVに基
幹技術の方向を替えて、各社達成に向けて努力しています。これがいわゆる電動化の波です。
　このように、電動化と言っても、いろんな達成手段があります。以下の電動化による CO₂ 改
善ポテンシャルの数値（図 5）は、ヨーロッパに科研費調査に行ったときに、ボッシュから提供
された数値です。同様に、ボッシュから欧州のエンジン電動化の方向；低減手段の一覧（図 6）も
提供頂きました。ハイブリッドが極めて性能がいいのですが若干コストが高いことと、人体への
感電が心配として、現在欧州勢が関心を持っているのが 48V マイルドハイブリッドです。人間
図３　グローバル CO₂規制
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図４　2020 年に向けた CO₂削減施策のコストと期待効果
（小型ガソリン車のケース、2008 年比）
図５
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の感電限界は 60V とされており、これを超えると感電対策が必要です。自動車はエンジンの回
転で電圧が変動しますのでシステムを 48V とすれば確実に 60V 以下になるということで、48V
という中途半端な数字のハイブリッドが出現しています。欧州勢はこの 48 ボルトのマイルドハ
イブリッド、これが極めてコストと性能のバランスがいいのではないかと思っているようです。
参考までに図 6には 2019 年発売の代表的モデルのCO₂ 排出量を追記しています。
　2019 年現在マツダCX-5DE はスタート・アンド・ストップ、いわゆる日本でいうアイドリン
グストップシステムで 119 グラム、マツダ 3のマイルドハイブリッドがAT117 グラム /MT96
グラムです。ハイブリッドシステムになると、2019 年夏に発売されたトヨタ・カローラが 77 グ
ラムです。プラグインハイブリッドになると 28 グラムになります。プラグインハイブリッドの
場合、欧州では優遇の換算方式があり、ものすごく下がっているように換算して貰えるのです。
　図 7に示すようにレギュレーションとの関係で見てみると、2012 年、2015 年、2021 年、2025
年と階段状に、極端に CO₂ 排出量を下げていかなければなりません。特に直近の 2021 年の
95g/㎞は、ものすごく大きな改善が必要で、未達成の場合大きな罰金となります。例えば現在、
低CO₂ と言えるディーゼル車：120 グラムレベルの車を 2021 年に 10 万台販売したとすると 200
億円ぐらいの罰金が科される厳しいレベルとなります。
　2030 年に向けて、各種パワートレインの比率がどうなるのだろうかと欧州の主要部品サプラ
イヤーが合同で予測をしています。（図８）これから見ると、主力は雑誌・新聞・テレビでよく
言われているように EV、EV ではありません。予測では、2030 年で EV はまだ 10 パーセント
図６
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図７　欧州 CO₂規制値と量産車の排出レベル比較
図８　2015-2030 グローバルパワートレイン台数予測
出典：2017 年科研調査、Continental 提供資料
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程度です。
　10 台に 1 台が EV になり普通のガソリンエンジン、ディーゼルエンジンがほぼ半分。残りの 4
割、ここが電動系のガソリン車、要は排気管があるガソリン車の電動車両です。この中で一番
シェアが大きいのが 48 Ｖのマイルドハイブリッド車だろうと予測されています。
　48Ｖのマイルドハイブリッド車、地域別の予測では 2025 年、北米で 4分の 1、ヨーロッパも 4
分の 1。中国は少しパーセンテージが高く、日本でも 15 パーセントぐらいは 48 Ｖマイルドハイ
ブリッド車になるだろうと予測されています。（2015 年科研調査時のボッシュ提供数値）
　新しく出てくる 48 Ⅴのマイルドハイブリッド車の一番のポイントは、モーターを新しく付け
ずに、発電機（オルタネーター）との兼用でハイブリッドを実現します。（図 5）オルタネーター
の電流の方向を変えることで、あるときはスターターに、モーターにという、非常に巧妙なやり
方で活用しています。ガソリン車には小型のモーターに転用できるオルタネーターが付いてい
て、バッテリーも付いているということで、普通のガソリン車を 15 パーセントぐらいのコスト
アップで、電動系のマイルドハイブリッド車が可能となるといわれています。
　加えて、自動車の中では大電力を使う補機類が増えています。パワーステアリング、エアコン
図９　48V マイルドハイブリッドシステムのバリエーション
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のコンプレッサー、電動式のウォーターポンプ、スーパーチャージャーなどの補器の電圧を従来
の 12 Ｖで実現すると電流が大きくなり非常に太い電線が必要になります。それではコストもか
かるし、重量も増えるということから、電源電圧を 48 Ｖに上げると 12 Ｖの 4倍ですから、電流
は 4分の 1になりますので、配線の太さを細く出来ます。結果、重量が軽くなり、コストが安く
なることで、48V のマイルドハイブリッド車は CO₂ が下がると同時にコストが結構下がる、重
量が下がる、といったメリットを欧州勢は狙っているのです。
　しかし、2021 年の CO₂ 規制の達成は容易ではありません。図 10 は 2015 年に欧州の環境系シ
ンクタンクTransport&Environment が予測をした 2021 年 95g/㎞達成予測です。2021 年まで
に達成できるだろうというカーメーカーが 3分の 1、間に合わないだろうという予測が 3分の 2
でした。
　ところが2017年に公表されたイギリスのPAコンサルティングの予測ではもう少し厳しくなっ
ており、VW、ダイムラー、BMWは 2021 年の目標到達は苦しいだろうとの予測を行っていま
す（図 11）。
　黄色の濃い車の絵が 2021 年のターゲットのポイントです。それより左側にブルーの車（2021
年の予測値）がいたら間に合わない会社です。ほとんどの会社が 2021 年 95g/kmは間に合わな
いと厳しい予測となっています。
TankToWheel からWellToWheel へ　【ライフサイクル・アセスメント】
　現時点、EVは CO₂ 排出量がゼロとカウントされていますが、これはTankToWheel での算
定です；こういった自動車から車輪までの CO₂ 排出量だけではなく、WellToWheel、油を吸
い上げる油井から車輪までパス全体での CO₂ 排出量を評価しようとするもので、そのためには
自動車の生産に必要な CO₂ 使用量もカウントしないとガソリン車、ディーゼル車と EVとの比
較がフェアではないとする動きです。現在、EVが全く CO₂ を排出しないという算定は実情に
合わないのではないかという考え方から生まれました。EVに多用されているリチウムイオン
電池は製造時にものすごく多くの CO₂ を使います。これを評価しないと正確なライフサイクル
のCO₂ アセスメントとならないゆえWellToWheel として、油井から最後の車輪まで、自動車
を生産するところから走らせるところまでのCO₂ 発生の総量をカウントしようとするものです。
この評価ではEVが大体 80g/㎞相当になると想定されています。（ボッシュ算定）
　ライフサイクル・アセスメントは 2025 年から 2030 年ころからの計画として論議されている
話ですが、そうなるとCO₂ 対策として EVが発生量 0g として決め手となるとはいえなくなる見
通しも出ています。VWの検討資料では、改善したクリーン・ディーゼルのほうが、EVよりも
CO₂ 発生が少ないかもしれないという予測も出ており、今までCO₂ 対策から将来はEV、EVと
いわれておりましたが、ライフサイクル・アセスメントの導入でちょっと違う意見が出つつある
のです。
経営・会計研究　第25号
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図 10　2021 年 CO₂規制の達成時期予測
出典：Transport & Environment　「2015 TE cars CO2 report v6_FINAL」（2015）
図 11　英国のシンクタンクＰＡコンサルティングが予測した 2021 年の CO₂達成度
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【ここで一つの課題提起】CASEと地域での取り組みについて
　次は、CASEと地域での取り組みについてお話します。先程折橋先生が言及されましたCASE
という技術への取り組みですが、私は自動車部品の先進地域ではない地域で CASE として 4つ
の技術を一括して取り上げるというのは賛成ではありません。
　CASEの前の 3つ CAS:「Connected（コネクティッド）」「Autonomous（自動運転）」「Shared
&Services（シェア&サービス）」までと最後のE:「ElectricDrive（電動化）」とでは必要とな
るタイミングも技術の複雑性も異なっており、地域の産業支援をどうあるべきかを論じる場合、
分けて論じるべきと考えます。
　CASEの技術は、パリサロン 2016 でメルセデス・ベンツが『ジェネレーションEQコンセプト』
を発表した際に提唱したものですが、この 1年前、2015 年 3 月にはドイツのシンクタンク、ロー
ランド・ベルガーのアメリカ支社が非常によく似た概念を『Automotive4.0』として提起しました。
　Automotive4.0 というのは、2000 年より 2030 年に向けて既に始まっているE:「ElectricDrive
（電動化）」を『Automotive3.0』と呼び、2030 年ころから本格化する「Connected（コネクティッ
ド）」「Autonomous（自動運転）」「Shared&Services（シェア&サービス）」を『Automotive4.0』
と呼ぼうと。ローランド・ベルガー提唱のAutomotive3.0 と 4.0 を合わせると、まさに CASE
になりますが、必要なタイミングがかなり違います。
　私も、この見方に賛同しており、2021 年 CO₂、95g/km に向けて世界が全力で取り組んでい
る電動化はまさに現在、必須の技術であり、2030 年を見越した CASE の CAS は少し先に実用
化される次世代技術で、電動化とは同列に話をするのは地域産業振興の時間軸としては随分違う
のではないかと思います。
　いずれも重要な技術であるのには間違いないと思うのですが、時間軸と共に技術のスケール感
でも違っていて、地域自動車部品産業の取り組みを論議していく場合に、少し先の技術である
CASとすぐにでも必要な電動化技術；Eを一括して取り上げて、地域での実現の可能性など、時
間軸をごちゃまぜにした話をすべきではないと思っています。
広島地域の電動化に向けた取り組み
　こういった背景の中で中国地域の電動化技術；Ｅの取り組みについてお話をさせていただきま
す。中国地域は、電動化について極めて弱点を持っておりましたが、2000 年当時、広島地域に
は電動化の波の前にまずモジュール化という黒船がやってまいりました。これは当時マツダが
フォードとCカー（カローラのクラス）を共同で開発する計画がありました。ヨーロッパ・フォー
ドとマツダが欧州で共同開発して、開発図面を地域に持ち帰って生産するという計画で、その図
面には当時、流行のヨーロッパのモジュール化の思想が入り、モジュール・サプライヤーが付い
てくるのではという予測から、当時、地域を挙げてモジュール化への技術開発を行い、これはう
まく地域として技術を高めた結果となりました。
　モジュール化が一段落したら今度は電動化への対応でした。地域にはカー・エレクトロニクス
経営・会計研究　第25号
26
産業が充分にありませんので、電動化にどう対応していくかを検討する研究会を立ち上げて活動
を行いました。地域を挙げたこの 2つの取り組み、モジュール化と電動化についてお話をしてみ
たいと思います。
　まずモジュール化です。モジュール化について結論を先に言いますと、実は地場のマツダでは
少し形は違っていましたが、欧州よりも早くモジュール化を進めていましたので、サプライヤー
の備えもあってこれは地域にとってあまり大きなインパクトにはなりませんでした。当時のマツ
ダは生産台数が少なく、トヨタや日産などの大量生産に対抗するために混流生産を実現して効率
的な生産の為にモジュール化を地域のサプライヤーと 1970 年代より進めていたからです。
　当時、主としたモジュールはマツダ自身が社内で組立てておりましたので、欧州からやってく
るというサプライヤー主導型のモジュールについて、地域を挙げて優劣を検討し欧州のモジュー
ル化への対応を行ないました。地域のモジュール化の開発活動に対し広島県は毎年３件の研究
テーマに対して各 5000 万円、合計で毎年 1億 5000 万円の開発補助金で支援し、地域のモジュー
ル化の開発は大きく進みました。これを支えるものとして㈶ひろしま産業振興機構は地域のサプ
ライヤーを中心としたモジュール・システム研究会を設立、産官学に金融機関を加えた「産官学
金」の体制で研究開発を実施しました。
　モジュール化は、地域のカーメーカーを頂点にサプライヤーにも技術があったということもあ
り、非常にうまくいったケースになります。最後には国からものづくり革新枠：3年間 7億円と
いう、極めて巨額の補助金をいただきモジュール用の高機能樹脂開発を実施したことで、さらに
図 12　地域自動車産業振興に向けて　広島地域の取り組みの歴史①
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技術が伸びました。この成果により 2012 年 3 月には、地域産業支援プログラム表彰もいただき
ました。
　このとき地域で実施したモジュール化開発はどちらかというと生産のモジュール化です。
2012 年になってフォルクスワーゲンがMQBという新しい企画開発型のモジュール化：プラッ
トフォーム戦略を打ち出しました。ほぼ同じタイミングでマツダが CX-5 からコモン・アーキ
テクチャーという概念を出し、日産が 1年遅れてコモン・モジュール・ファミリー、トヨタが
TNGAを 3年遅れでそれぞれ具体化しました。
　こういった新しいプラットフォーム／モジュール戦略が出てまいりましたので、地域としても
取り組まないといけないとして新しいモジュール化に取り組んでいるところです。更に 2016 年
にはフォルクスワーゲンがMQBに加えて EVに適したプラットフォームとしてMEBを発表し
ました。2012 年にMQBを出したときには、10 年規格：少なくとも 10 年以上使えるとされたモ
ジュール技術が、電動化の急展開により、たった 4年ほどで新しい戦略を出さざるを得ない動き
となったということになります。
　こういった技術の急展開の中で、㈶ひろしま産業振興機構は地域の部品産業に対してマツダさ
んと合同で、技術ニーズ発信会を 2013 年（平成 25 年）から開始しました。カーメーカーから地
場の企業に対して、こんな技術をぜひ早く開発してほしいとの要求を発信するものです。ずっと
継続して広島でやっておりますし、最近は岡山で三菱自工さんも始めています。
図 13　地域自動車産業振興に向けて　広島地域の取り組みの歴史②
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図 15　 地域における主要システムの担当サプライヤー
※ マツダはかつて図中×印のＡ : エンジン電装、トランスミッション、Ｂ：空調。メーター、オーディ
オ等は系列外のサプライヤーが担当していた。
図 14　ハイブリット化 / 電動化により影響を受ける部品群
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　最近はこのニーズ発信会を発展させて、今度はサプライヤーのほうからカーメーカーに出掛け
て、今度は、サプライヤーが技術シーズを提示するという活動も開始しました。
　地場のカーメーカーへの展示会は無論のこと、他系列のカーメーカーさんへの技術展示会を毎
年、定期的に開催しています。最近では、2019 年はデンソーさんに、2020 年の 2 月には日産さ
んを訪問予定です。中国経産局が地場の企業に呼び掛けて、出展者を募集して行くのですが、今
回は東北経産局さんとも連携して、東北の複数の会社さんにも呼び掛けて日産さんで展示会を実
施する予定です。
　次は、中国地域が非常に弱いと自覚する電動化への取り組みです。モジュール化の対応がかな
りうまくいったということで、平成 17 年から中国経産局と連携して、いずれ来る自動車のエレ
クトロニクス化・電動化の時代に対応するため、幅広く調査分析をし、広島県へ戦略提案をし、
その結果、平成 20 年に県の財団（ひろしま産業振興機構）の中に、カー・エレクトロニクス推
進センターが設立されました。私はその初代センター長を拝命し、中国地域はモジュール化から
カー・エレクトロニクス化へとかじを切ることとなりました。
　ハイブリッド化・電動化の進展によって、自動車は部品に大きな影響が及びます。図 14 右下
図にありますように、自動車は大体 3万部品で構成されると言われていますが、モジュール部品
として 500 円程度の部品でくくりますと大体 200 個に展開されます。現在、中国地域ではそのう
ちの 99 品目、ほぼ半分を地域で作っています。残りの半分については名古屋、関西、関東から
中国地域に運ばれ、あるいは海外から運ばれて自動車になっています。この部品群をハイブリッ
ド・電動化による変化で影響する・しないで分析をしてみると 2/3、およそ 61 パーセント強の
部品が何らかの影響を受けます。こういったハイブリッド・電動化の影響に地域で対応ができな
かったとしたら、地域の部品産業は 2/3 減ってしまう可能性があるということになります。これ
を金額ベースで見ると、地域で作っているのは 4割、概算で 8000 億円の影響です。その 4割の
うちの 3分の 2が減ってしまうと、これもう大変なことになるぞということで、ハイブリッド・
電動化（カー・エレクトロニクス化）の対応について、地域として強化をしていこうということ
で活動を開始しました。
エレクトロニクス化への取り組み
　エレクトロニクスについて、地域ではモジュール化に続き研究会を立ち上げ、産官学金連して
地場のサプライヤー自身の強化を狙うということで動いてまいりました。分かりにくいので図 16
に説明文を加えて図 17 として 2枚の図で説明します。
　中国地域では①モジュール化にまず取り組みました。この体力強化はうまく行きましたので次
に②エレクトロニクス化に取り組みました。
　まずは地域におけるカー・エレクトロニクス化に向けたありかたについて、経産省から調査費
用をいただいて、地場で何が足りないのか、何をやっていったらいいのかとの調査分析③を 3年
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図 17　中国地域の自動車関連産業振興に係る産学官連携した取り組み
図 16　中国地域の自動車関連産業振興に係る産学官連携した取り組み
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間にわたって実施し、広島県に産業クラスターの政策予算をつけていただくように要望しました。
　これらの動きを受け④県は有識者会議を立ち上げてカー・エレクトロニクス戦略を作成し⑤
カー・エレクトロニクス推進センターを開設しました。加えて、⑥今後のカーエレクトロ二クス・
システム開発の人材育成で一番コアになりそうなモデルベースの開発に対して、地場の大学と人
材育成のネットワークを立ち上げ、地域のサプライヤー教育を開始しました。
　次世代自動車、特にEVはいつ頃拡大するのだろうかというと、騒がれているほど早いわけで
はないと考えています。2020 年頃ではハイブリッド車やプラグインハイブリッド車など、エン
ジン付きの電動車両は結構拡大していきますが、EVはまだ 1パーセント程度だろう、というの
が先にも述べたように科研調査時に接触した欧州勢の予測で、現在でも状況は変わっていません。
EVがやっと 10 パーセントぐらいになるのは 2030 年との予測です。
　将来、もし全面的に電気自動車となれば地域の部品産業には大変な影響が出ることになるわけ
で、電動化による部品への変化を地域で 2015 年当時スタディしました。図 18 に示すように、エ
ンジンが残るハイブリッド車やプラグインハイブリッド車であれば、赤色の部品がなくなるだけ
であり、黄色の部品には若干の変化があるだけで、エンジンが付いた電動車であれば電動化の影
響はあまり大きくありません。
　ところが、EV化では図 19 に示すようにエンジンおよび周辺部品がごっそり無くなります。
EVになるタイミングがいつかによって地場の産業構造に、ものすごく大きな影響が出るという
ことが分かりました。
図 18　自動車の電動化が地域へ及ぼす影響 HV、PHV 化で影響を受ける自動車部品
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　こういった分析から地域を挙げた電動化活動の目標を算定するために、まずは 2020 年におけ
る地場の電動化の影響について予測してみました。
　先程、言いましたようにEV車の予測は 1パーセントでしかないということは、電動化は殆ど
ハイブリッド車、プラグインハイブリッド車によってもたらされます。99 パーセント、エンジ
ンが残るわけですから、ハイブリッド化によるリスクはそれほど大きくなく、計算してみると、
地域で 480 億円ぐらいとなりました。（図 20）
　またハイブリッド化によって、新しい部品が発生します。それを算定してみると 2000 億円あ
るとが分かりました。この2000億円のうち500億円を地場で担当できれば地域産業のハイブリッ
ドの電動化のリスクは消せるということで、これを目標に電動化部品開発の活動を行いました。
　この電動化によるロス、500億円をカバーする部品候補 2000 億円分が図 21の右端に書いてあり
ます。地域として生産を担えそうな部品が下から順に書いてあります。重点部品として 1000 億円
を目標に取り組もうとして進めました。先ほど述べたように現時点の予測では、2030 年になっ
ても全面的に EV化してエンジンが無くなっているわけではなさそうでハイブリッド車が多く、
エンジン付きの車は 9割残るということから見たら、そんなに慌てる状況ではありません。ハイ
ブリッド車を代表とした電動系の車が増えてくるので、モデルベースなどの電動系のシステム開
発を着実に実施出来れば、地域の電動化への対応はまだ間に合うタイミングではないかと考えて
います。メディアの見立てのように、もうすべてがEV、EVということではなさそうです。
　こういった予測の元、われわれは地域に三つの研究会を立ち上げました。もともとモジュール
の時代から活動しておりました戦略的産業活性化研究会（エレクトロニクス分科会）に加えて、
次世代自動車社会研究会を立ち上げ、加えてもう一つ、文科省の支援で医学と工学を連携した研
図 19　自動車の電動化が地域へ及ぼす影響 EV 化で影響を受ける自動車部品
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図 20　自動車の電動化が地域へ及ぼす影響　HV によるリスクとオポチュニティ＠ 2020 年の推定
※ HV17％　PHV ９％　EV1%@2020 年→ 2020 年以降、徐々に拡大
図 21　HV 化ビジネス　地域取組みの可能性推定
図 22
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究テーマに取り組む医工連携センターを立ち上げました。医工連携してパワーエレクトロニクス
により新しい電動化技術を開発しようと。
　3つの研究会で地域のカー・エレクトロニクス化の強化を図っています。
　新しく立ち上げた、次世代自動車社会研究会は、図 22 に示すように、車全体、それから部品
単品と制御技術、それから将来の小型自動車；コミューターのような自動車をどう開発するのか、
加えて充電インフラの充実という観点で研究会活動を行いました。
　次世代自動車、電動化自動車の社会は、このような社会になる。そこでは、このような自動車
インフラが必要になるだろう。そうすると、そのためには地域が、どのようなことを準備しない
といけないかということを検討し、行政、マツダ、自動車部品メーカー・材料メーカー、新規参
入企業、電力会社とで幅広く取り組む活動を行いました。（図 23）
　研究会メンバーに一番関心があったのはEVや PHEVでした。
　当時は、EVや PHEVは見たことも乗ったこともないわけですから、まずは見取りからやろう。
乗ったことがないので、実際に走ってみよう……と。
　ちょうど 2011 年は、日本全体で電力不足ということから、木曜日、金曜日をお休みにして、土、
日は出勤ということになっていました。これを利用してマツダにお願いし、三次の走行実験場を
借用して電動系車両の走行体験を行いました。研究会メンバーは実際に乗ったことがないEVに
乗ってみる、PHEVに乗ってみる、あるいは減速回生の車に乗ってみる --- 集中しての試乗会を
行いました。
　当日、午前中は、大学関係者や行政の支援機関が中心になってテストコースを走りました。午
後はサプライヤーが中心になって、自分たちが将来作るであろう電動化の商品群がどういう影響
をもたらすのかという体験型の電動化車輛実走体験会を実施しました。
　短時間ですが、一般には通常入れないマツダの走行実験場を開放していただき、サプライヤー、
支援機関も含めて、関係者全員で電動系車両の走行体験を実施しました。そのためにEVの限定
生産車をマツダさんから、PHEVをトヨタさんから発売前の車をお借りしての試乗会です。こ
図 23
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の試乗会で研究会メンバーから出たアンケート結果の中のキーワードの一つは『アイドリングス
トップで、思った以上にエネルギーが戻る』。一番声が多かったのは『減速回生は、エネルギー
回収が大きく、非常に大きな経済効果がある』、『EVは、想像以上の加速感があると同時に、充
電に時間がかかり、走行距離が長くないので充電が本当に不便』、またプラグインハイブリッド
という、なかなか技術的に分かりにくい車が、実は思った以上に優れた特性がある等々。
　試乗を通じて、減速回生をいかに最大化するかというのが、今後の電動化の車のポイントだろ
うということを、みんなが肌で感じたものです。
　トヨタが 98 年にプリウスを出したとき、環境報告書 1998 ではハイブリッド技術の適用範囲を
ハイブリッド車として、CO₂ 削減に取り組むと提示していました。（図 24 左図）
　ところが 2002 年の環境報告書ではハイブリッド技術の適用範囲を大きく変え、すべての環境
対応自動車へ適用と拡大しました。
　実は、これこそが環境自動車のポイントだろうと思います。それまではハイブリッド車は電気
自動車とかガソリンエンジン、ディーゼルエンジンと並んだ、一つの環境対策車の位置づけだっ
たのですが、2002 年になって減速回生の技術、ハイブリッド技術というのは、全部の車に通用
させるべき非常に重要な技術であると、改めてトヨタは認識したのだと思います。
　実際、欧州勢がそれまでEV、EVと言っていたのが、最近、急にハイブリッドと言いだしたのは、
ハイブリッド技術のコアたる減速回生技術こそが、CO₂ 削減に有効に効くという事を欧州勢は
20 年遅れではあるがハイブリッドの真髄を認識したのではないかと思っています。
　一方、中国地域のマツダはエンジンにこだわっています。2030 年でも 9割はエンジンが残る
のでエンジンを大事にするのは理解できます。
　マツダはビルディングブロック戦略と称して、電動系については徐々に着実にやっていくとい
う戦略を取っています。しかし、2019 年のモーターショーで、ついに宣言しました。マイルドハ
イブリッドを出すぞ。レンジエクステンダーのEVも出すぞ。プラグインハイブリッドも出すぞ。
　いままで少し遅いかなと思っていましたが、一斉に取り組み始めました。2020 年から 2030 年
図 24
出所：トヨタ自動車『環境報告書 1998』p.36 および『環境報告書 2002』p.18
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まで電動化を加速し、2030 年には全ての車に電動化技術を載せるとを宣言しました。これは、
先ほどから詳しく述べていた減速回生の技術を全面的に展開するということだと私は考えます。
　こういう状況の中で地域の部品メーカーとして考慮しないといけない、サプライチェーンとの
関係はどうなのかと、中国地域では SWOT分析を行いました。（図 26）
　地域の強み弱み、いろいろあるのですが、一番の弱みというか脅威は、将来の電動化に対応す
る技術が、まだまだ地域に足りないぞということです。そこで、電動化を加速させましょう。そ
れからもう一点は、そこで失った、地域の部品喪失のリスクを何とかして取り戻さないといけな
い。それともう一つは、最近はあまりいわれなくなりました、部品産業の海外進出への対応です。
特に小さい企業が多いので、海外進出をどうするのかと。
図 25　電動化部品の県内企業への取り込みを検討
図 26　中国地域自動車部品産業へのリスクと対応
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　この辺りを考えたときに、参考となるのはモジュール化の検討段階でつくった、カーメーカー
の調達戦略とサプライヤーの海外展開と調達戦略のマップです。
　横軸は輸送性、縦軸は部品のサイズです。（図 27）
　右端が輸送コストが高い、左が低い。縦軸がスケールメリット。右上と左下に書いてあります
が、輸送性が高く、スケールメリットが大きい部品、これは最適地で一貫生産をして輸送してく
るほうがいい。電動系の部品は、ここが大部分です。
　一方、バッテリーパック、シートのアセンブリー、インパネのアセンブリーといった大きく重
いものについては、組立工場の近くで調達しないといけないということで、電動系になろうが従
来系の車であろうが、同様です。こういったマップでサプライヤーの海外展開と、カーメーカー
の調達戦略の関係を考慮して、どこで生産するか、どう調達するか、決めないといけないのでは
なかろうかと思っています。エレクトロニクスのシステムソフトは、インターネットを介して運
べます（転送）し、かつ、ものの作り方から見ると輸送性が高いので、最適地域で一括調達でつ
くることもできるし、集中生産して日本から送ることもできるという、部品によってかなり性質
が違うと考えます。そういった状況の中で、われわれは地域に電動化部品を取り込む検討にあた
り、述べてきた着眼点で検討していきました。中国地域は、メカが強いので、それが電動化され
る、メカトロ化する部品を、地域としては重点で検討していこうと。
　それから、輸送効率の観点から見て、地元調達のメリットがあるモジュール系の大型部品。バッ
テリーパック・モジュールのようなものも含まれます。電動化の基幹部品の構成部品、電動化部
品全体までは担当できないかもしれないが、地域の強い樹脂を中心としたモジュール部品、プラ
スチック技術との組み合わせなどをやっていこうと検討を進めています。
図 27　カーメーカーの調達戦略とサプライヤの海外展開
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　この戦略はエレクトロニクスの母体が十分にない、中国地域としての戦略になりますから、例
えば名古屋とか東京地域などでは全く違うのだろうと思います。
医工連携イノベーション拠点によるエレクトロニクス強化
　新しい産業創出のためにわれわれは、医工連携イノベーション拠点という文科省の仕組みを
使ってエレクトロニクス強化の活動を行っています。（図 28）
　本来は医工連携研究は電動化とは関係が薄い分野に見えますが、電動化でモーターをたくさん
使うようになると、電磁波が多く出ます。電磁波からの人体防御を考慮した新しいユニークなパ
ワーエレクトロニクスを地域で開発しようとしています。
　電動化がもたらす電磁波について人体への影響についての研究を行い、遅れて参画する電動化
にユニークな技術を加えて競争力をつけていこうとしています。
　電動系の部品は、広島地域にとってみたら先進地域のキャッチアップ部品になるので、ただ同
じものを作っていては競争力がないということから、電磁波からの人体防護という観点でパワー
エレクトロニクス開発を行っています。（図 29）
　それからもう一点、今日は時間の関係で詳しくはお話し出来ませんが、医工連携研究で地域の
電機メーカーとハイレゾに対応したスピーカー・システムの開発に取り組んでいます。
　ハイレゾサウンドのもつ快適覚醒現象を定量化してまずは音楽用に、将来的には快適覚醒を生
かした居眠り運転防止や快適空間用のシステムを開発し、部品産業の生き残りを果たそうと開発
しています。8年間のプロジェクト＊でハイレゾ対応のスピーカー・システムを 2機種市場投入
図 28　人間医工学を応用した自動車共同研究プロジェクト
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図 29　地域イノベーション戦略の中核を担う研究者
図 30　大学の知のネットワークによるイノベーション
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し、ハイレゾ自然音のネット配信を開始しました。（図 30）
 
＊医工連携 5年間のプロジェクトは良い評価を受けて、3年間の延長が認められ、合計 8年間の
活動を行いました。
（地域のエレクトロニクス化強化活動の棚卸）
　ちょうど10年前の2008年、お話をして参りました地域エレクトロニクス戦略のスタートになっ
た頃、トヨタさんに中国地域から新製品の展示商談会に出かけました。
　その展示会にお持ちした電子部品のシェアが図 31 下側の円グラフになります。赤い部分が電
子部品で、シェアは 11パーセント。89パーセントが機械部品です。10年経過した 2017 年、再び
トヨタで展示会を実施しました。地域としていろいろと手を打ってきた、少しはエレクトロニク
ス関係の展示が増えたかなと思って棚卸してみますと、僅か 1パーセントしか増えていませんで
した。
　これは測定の誤差ともいえるものでして、まだ全くと言っていいほど進んでいないとの評価と
なります。先ほど述べましたように、マツダさんが来年以降、電動系の車をどんどん出される予
図 31
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定ですから、10 年経過してみたらこの比率は相当に増加するのではないかと期待しています。
　現時点ではまだ、10 年程度では思ったほど進んでいないというのが、残念な実感です。
　最後に、広島県の産業支援財団である、ひろしま産業振興機構が実施している地域の企業支援
の現状についてお話をいたします。
　2008 年に設立されたカー・エレクトロニクス推進センターは、カーエレクトロニクスのみの
支援に見えるとして、2013 年よりカー・テクノロジー革新センターと改名しています。その活
動状況をご紹介して、私の話を終わりたいと思います。
　カー・エレクトロニクス推進センターが設立されて、後でお話しする、ベンチマーキングが地
域の企業にとって極めて大事な活動として追加されました。VEの技術が必要なので人材育成教
育も追加し、更に医工連携で活動を強化するということで活動が幅広く進んでいます。
　カー・テクノロジー革新センターになってからは、まさにCASE、100 年に 1度の大変革になっ
たということで、現在はそこを意識しながら地場の企業の支援を行っています。
　そこでは、ありたい姿というのを、明確化して県内外に価値ある提案ができる企業を、地域を
挙げて育成支援したいとして活動しています。
　現在参加する部品サプライヤー 218 社、主としてティアⅡまでの企業群を支援しています。
カー・テクノロジー革新センターは、まさに自動車に特化した支援センターになっています。
図 32　広島県自動車部品産業支援施設の全体像
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　また、同じくひろしま産業振興機構には自動車のみに特化してはいない中小企業全般の支援セ
ンターがもう一つあります。
　カー・テクノロジー革新センターを少し詳しく紹介します。
　革新的な技術提案ができるような企業群、地域全体として高めていきたいとして図 33 の中央
に①から⑤までに狙いが表現してあります。そういった企業を育てていくために、右端に示すト
ライアル・ラボが設立されました。実際に作ってみて、やってみないと分からないテーマにつ
いて、手軽に試作品が作れるようなラボを作り、県の資金で運営しています。2019 年度は 10 テー
マで、若手中心で、ものづくり研究会をつくって活動しています。
　また問題解決をできるエンジニアが各企業にいないと技術開発は進みませんので、人材育成の
セミナーを強化して開催し、ベンチマーク活動を引き続き重点的に活動しています。
　技術課題が経営戦略に取り込まれないと、当然その会社はパーツとして、開発者としては技術
課題に取り組みにくくなりますから、経営者向けの啓発の講演会の実施と、ステージ 1からステー
ジ 4まで、財団として実施しております。
　中でも人材育成についてはかなり力を現在入れておりまして、技術講座を既に 10 年間実施し
てきて、卒業生は 500 人になりましたし、カーエレクトロニクスセンター時代から実施している
VEセミナーについては修了生が 1000 人になりました。このVEセミナーは平成 21 年から実施
しており、2017 年に VE協会から特別功労賞をいただきました。（図 34）コミュニケーション、
コーチング、プレゼンテーションなどこういった普遍的な技術開発用のセミナーと同時に、モデ
図 33
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ルベース開発の講座についても、これは違うセンターを広島県が設立して現在、活動しておりま
す。これはまた別途、ご説明できる機会があるかと思います。

　最後に御紹介した活動の中で地場の企業にとって最も価値があって、数多くのメンバーが参加
しているベンチマーキング活動を紹介いたします。これは、2009 年にカー・エレクトロニクス
推進センターが設立された時からスタートして、営々と続いてきております活動です。一言で言
うと、優れた競合他社のトレンドに乗った商品を地場のサプライヤーがお金を出し合って購入し、
実車調査後に分解調査をするものです。車輛を購入したら、まずシステム評価の出来るサプライ
ヤーに貸与しての性能評価、そののちには試乗評価を行い、地域にある整備士育成の地域大学（広
島国際学院大学自動車短期大学部）の協力を得て分解調査し、その後購入した部品を持ち帰って
の詳細調査を行います。こういったベンチマーク活動を 2009 年から年間 1台から 2台、毎年継
続しています。現在までに合計 19 台実施しました。
　かつてマツダで設計部長、会長を歴任された渡辺守之さんが、日刊自動車新聞に書かれていた
発言ですが、（技術余話　車づくりの光と影）『技術屋は自分のやっていることは常に世界で最高
のことと思わなければいけない。と同時に、世の中にはもっと優れた物があるのに相違ないと考
えろ。この自信と謙虚さのはざまで生き抜くのが技術屋だ』……と。
　超一流の技術を作ろうと、一人でどんなに頑張っても、出来るものではない。と同時に世の中
にはもっと優れた技術があるので、まずベンチマーキングをして、世の中の優れたものを調べて、
その上に GVE（グループ・バリュー・エンジニアリング）という、一人ではなくてグループで
図 34
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ベンチマーキング
(テェアダウン)
超一流
GVE超一流
土台創り
創造活動
①テェアダウン（土台創り）
他社の優れた技術に目を向ける
②創造活動
独自の知恵と工夫を加味して
超一流技術を確立
マツダ資料
超一流技術創生へむけて
2
図 35
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のVE活動を実施して、超一流の技術を作っていこう。そのためにはベンチマーキング活動が有
効である！！
　要は世の中の優れたものの勉強がまずは大事であるということをおっしゃいました。
　ベンチマーク活動はマツダでは 1980 年 6 月発売の赤いファミリア開発の時からずっと継続実
施されています。加えて企業支援の 2009 年カーエレクトロニクス推進センターの発足時から、
営々と続いており、なかでも電動系の車のベンチマークが重点になっています。
　このベンチマーキング活動は、会員でない限り参加できないというクローズではない形であり、
若干の費用を分担いただき、事務局に申し込めば一般の方も参加できます。来年は、2020 年 2
月に BMW320i のベンチマーク活動を実施いたします。
おわりに
　『Automotive4.0』、あるいはCASEの時代という時代になったときに、もう一つ大事なことは、
車は単なる移動手段だけではなくて、移動する新しい車室内空間ができるとも言われています。
　2016 年にデトロイトのモーターショーで、ベンツがこの概念を訴えました。
　自動運転しているときは車が運転してくれるので、動くサルーンになって、この中で友人と会
話をしながら、音楽を聴きながら、インターネットを見ながら快適な空間移動ができる、という
ベンチマーキング活動の履歴
2009年度 1 スズキ ワゴンR   スズキグループ展示商談会に向けたBM
2 トヨタ プリウスHV HV車のBM
2010年度 3 ダイハツ ミラ ダイハツグループ展示商談会向けたBM
4 日産 マーチ 海外生産車のBM
2011年度 5 日産 リーフ EV EV車のBM
2012年度 6 トヨタ プリウスPHV PHV車のBM
7 トヨタ アクアHV HV車のBM
2013年度 8 ホンダ N-One ホンダグループ展示商談会に向けたBM
9 スズキ ワゴンR  軽量化・低コスト技術のBM
10 ホンダ アコードHV HV車のBM  
2014年度 11 日産 ノート 軽量化・ダウンサイジング技術のBM
12 ダイハツ ムーブ 軽量化・低コスト技術のBM 
2015年度 13 トヨタ クラウン 電動化・高級車のBM 
14 トヨタ 新型プリウス 電動化の進化
2016年度 15 VW パサート 欧州車のテイスト把握
16 日産 セレナ 先進運転支援技術「ADAS」
2017年度 17 トヨタ CHR ハイブリッドSUV
18ホンダ シビック 新世代Cカー セダン
2010
トヨタ自動車
「プリウス」
2012
日産自動車
「リーフ」
2013
トヨタ自動車
「プリウスPHV」
2014
ホンダ自動車
「アコード ハイブリッド」
2011
日産自動車
「マーチ」
2015
トヨタ自動車
「プリウス」詳細分解
2018年度 18 VW Tiguan 欧州SUV
図 37
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コンセプトを発表しました。するとパナソニックが、自動運転の車は造れないけれどリビングルー
ムは作れるので、CASEの時代の車造りに、パナソニックは積極的に参加したいとの発言があり
ました。
　Automotive 4.0 ／ CASE の時代、家庭に「もう一部屋」新たに生まれる車室内空間
　その後各社より動くサルーンの概念が発表されています。
　今日お話しました、電動系の部品が、あるいは機械系の部品がどうなっていくかに加えて、新
しいリビングルームの概念が、自動車の新しいカテゴリーとして出てくるということになると、
自動車として新しい産業分野が CASE には出てくるんではないかなと思っています。この辺り
も含めた地域の戦略づくりを、次のメンバー達が検討しているところです。
　いろいろ話が飛んでしまいましたが、本日の私の話は以上でございます。
　ありがとうございます。
